
％ ( ％ )

都 道 府 県 名 団 体 名
市 町 村 類 型 Ⅰ－３

住 民 基 本 台 帳 人 口 う ち 日 本 人 産 業 構 造

人
区 分 令和２年国調 平成２７年国調

人 42,024

2 - 4
△ 0.83 ％ △ 0.92 ％

第 １ 次
決 算 状 況

面 積 60.45 k㎡ 令 7. 1. 1 43,137

-4.05 ％ 令 8. 1. 1 42,777
令 和 7 年 度

人

口

令 和 ７ 年 国 調 42,283 人
区 分

令 和 ２ 年 国 調 44,068 人

増 減 率

人 口 密 度 729 人 増 減 率

人 42,415 人 04 2111

地 方 交 付 税 種 地
442 494

( 単 位 ： 千 円 ・ ％ )

区 分 令 和 ７ 年 度 ( 千 円 )

歳 入 の 状 況
2.3 2.4 宮城県 岩沼市

第 ２ 次
5,188 5,782

28.0

11.8 法 定 普 通 税 7,138,202

自 動 車 取 得 税 交 付 金 - -

令 和 ６ 年 度 ( 千 円 )

第 ３ 次
13,742 14,401

69.6 歳 入 総 額 22,770,202 21,209,321

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
26.8

地 方 税 7,727,760 33.9 7,138,201 65.7 70.9

歳 出 総 額 21,636,915 19,947,234地 方 譲 与 税 192,129 0.9 192,129 1.7
市 町 村 税 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ・ ％ )

指 定 団 体 等
の 指 定 状 況

収

支

状

況

利 子 割 交 付 金 9,356 0.0 9,356 0.1

地 方 消 費 税 交 付 金

歳 入 歳 出 差 引 1,133,287 1,262,087

旧 新 産 ○ 翌 年 度 に 繰 越 す べ き 財 源 149,265 136,160

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 52,612 0.2 52,612 0.5 旧 工 特 × 実 質 収 支 984,022 1,125,927

配 当 割 交 付 金 33,155 0.1 33,155 0.3
区 分 収 入 済 額 構 成 比 超 過課 税分

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 - - - - 単 年 度 収 支 -141,905 56,695普 通 税 7,138,202 92.4 - 低 開 発 ×

4,567

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 - - - - 市 町 村 民 税 2,933,161 37.9 -

92.4 - 旧 産 炭 × 積 立 金 10,166

山 振 × 繰 上 償 還 金 0 0

1,279,464 5.6 1,279,464

- - × 積 立 金 取 崩 し 額 125,617 720,723

軽 油 引 取 税 交 付 金 - - - - 所 得 割

内

訳

個 人 均 等 割 68,190 0.9 - 過 疎

2,274,228 29.4 - 首 都 × 実 質 単 年 度 収 支 -257,356 -659,461

自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 18,968 0.1 18,968 0.2

地 方 特 例 交 付 金 等 60,295 0.3 60,295 0.6

区 分 職員数 (人 )
給 料 月 額
( 百 円 )

一 人 当 た り 平 均
給 料 月 額 ( 百 円 )法 人 事 業 税 交 付 金 129,907 0.6 129,907 1.2 法 人 税 割

法 人 均 等 割 154,882 2.0 - 近 畿 ×

固 定 資 産 税 3,722,719 48.2 - 財政健全化等 ×

435,861 5.6 - 中 部 ×

× う ち 消 防 職 員 - - -

定 額 減 税 減 収 補 塡 特 例 交 付 金 1,222 0.0 1,222 0.0

0.5 う ち 純 固 定 資 産 税 3,679,646 47.6 - 指 数 表 選 定

一

般

職

員

等

一 般 職 員 299 898,196 3,004

住 宅 借 入 金 等 特 別 税 額 控 除 減 収 補 塡 特 例 交 付 金 53,965 0.2

う ち 技 能 労 務 員 10 30,470 3,047

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金 5,108 0.0 5,108 0.0 市 町 村 た ば こ 税

軽 自 動 車 税 137,963 1.8 - 財 源 超 過 ×

- * *- 教 育 公 務 員

地 方 交 付 税 2,298,119 10.1 1,863,426 17.2 鉱 産 税 -

344,359 4.5

内

訳

53,965

- -

内

訳

普 通 交 付 税 1,863,426 8.2 1,863,426 17.2 特 別 土 地 保 有 税 -

- - 臨 時 職 員 -

902,700 3,009

特 別 交 付 税 378,078 1.7 - - 法 定 外 普 通 税

適用開始年月日

- -

- - 合 計 300

- ラ ス パ イ レ ス 指 数 96.7

一 人 当 た り 平 均 給 料
（報酬）月額（百円）

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数
( 一 般 財 源 計 ) 11,801,765 51.8 10,777,513 99.3

目 的 税 589,558 7.6 -

法 定 目 的 税 589,558 7.6 -

震 災 復 興 特 別 交 付 税 56,615 0.2 - -

入 湯 税 - - - 議員公務災害 ×

1

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 5,013 0.0 5,013 0.0 内

訳

分 担 金 ・ 負 担 金 37,203 0.2 -

手 数 料 21,065 0.1 - - 23.12.01 

 6.04.01 6,640

し 尿 処 理 ○ 市 区 町 村 長 1  6.04.01 9,500

7,630

使 用 料 203,304 0.9 24,912 0.2 都 市 計 画 税 589,558 7.6 -

× ご み 処 理 ○ 副 市 区 町 村 長 1  6.04.01 - 事 業 所 税 - - - 非常勤公務災害

退 職 手 当 ○ 火 葬 場 × 教 育 長

- - 税 務 事 務

1 4,490

国 庫 支 出 金 4,515,291 19.8 - - 法 定 外 目 的 税 -

- 事 務 機 共 同 × 常 備 消 防 ○ 議 会 議 長

議 会 副 議 長 1 23.12.01 3,850× 小 学 校 ×

水 利 地 益 税 等 - -

議 会 議 員 16 23.12.01 3,630

( 特 別 区 財 調 交 付 金 ) 合 計 7,727,760 100.0 -

- - - 老 人 福 祉 × 中 学 校国 有 提 供 交 付 金
4,926 0.0 4,926

都 道 府 県 支 出 金 1,417,571 6.2 - -

伝 染 病 × そ の 他 ○
0.0

旧 法 に よ る 税 ×

財 産 収 入 94,465 0.4 45,732 0.4

寄 附 金 1,862,175 8.2 - -

繰 入 金 545,828 2.4 - -

繰 越 金 692,087 3.1 - -

諸 収 入 393,209 1.7 5,719 0.1

地 方 債 1,176,300 5.2 - -

歳 入 合 計 22,770,202 100.0 10,863,815 100.0

性 質 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ･ ％ )

う ち 減 収 補 塡 債 ( 特 例 分 ) - - - -

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 - - - -

令和６年度 (千円 )

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 (Ａ)の 基 準 財 政 収 入 額 6,985,958 6,854,871(Ａ )の う ち経 常 収 支 比 率
区 分 決 算 額(Ａ) 構 成 比

26.3

目 的 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 ： 千 円 ･ ％ ) 区 分 令和７年度 (千円 )

普 通 建 設 事 業 費 充当一般財源等 基 準 財 政 需 要 額 8,849,384 8,548,658

う ち 職 員 給 1,683,514 7.8 1,543,199 - -

人 件 費 3,145,535 14.5 2,871,124 2,859,303

19.3 194,176 3,389,919 標 準 財 政 規 模 10,724,477 10,432,539

8,861,051 8,700,629

扶 助 費 5,252,933 24.3 1,678,553 1,538,648 14.2 総 務 費 4,183,182

議 会 費 158,522 0.7 - 158,522 標 準 税 収 入 額 等

0.80 0.80

内

訳

元 利 償 還 金 {
元 金 1,187,386 5.5 1,112,735 1,112,735

民 生 費 8,672,863 40.1 113,379 4,446,154 財 政 力 指 数公 債 費 1,230,698 5.7 1,156,047 1,156,047 10.6

実 質 収 支 比 率 ( ％ )

労 働 費 38,674

9.18% 10.8

利 子 43,312 0.2 43,312 43,312 0.4

10.2 衛 生 費 1,331,347 6.2 8,855 1,258,614

( ％ ) 10.6% 7.80.2 - 31,358 公 債 費 負 担 比 率

( 義 務 的 経 費 計 ) 9,629,166 44.5 5,705,724 5,553,998 51.1 商 工 費

1,131,261 5.2

631,361 2.9

一 時 借 入 金 利 子 - - - - - 農 林 水 産 業 費

0.9 0.38.4 982,699 828,384 実 質 公 債 費 比 率

( ％ ) - -790,018 295,967 健

全

化

判

断

比

率

実 質 赤 字 比 率

- 509,383 連 結 実 質 赤 字 比 率 ( ％ ) - -

-- 642,129 将 来 負 担 比 率 ( ％ )

土 木 費 1,817,474物 件 費 3,689,990 17.1 3,139,284 2,389,312 22.0 ( ％ )

-

補 助 費 等 2,933,226 13.6 2,771,910 1,637,898 15.1 教 育 費 1,798,570

642,129 3.0維 持 補 修 費 173,717 0.8 152,494 131,809 1.2 消 防 費

災 害 復 旧 費 834

3,603,7268.3 511,767 1,287,508
積 立 金
現 在 高

478 減 債 657,566 655,744

- 1,156,047 特 定 目 的 6,514,729 6,178,806

財 調 4,058,275

-0.0う ち 一 部 事 務 組 合 負 担 金 1,220,336 5.6 1,220,336 1,108,184 10.2

積 立 金 716,787 3.3 491,141 -

繰 出 金 1,580,405 7.3 1,329,700 1,213,727 11.2 公 債 費 1,230,698 5.7

- - -

地 方 債 現 在 高 10,877,345 10,888,431

投 資 ・ 出 資 金 ・ 貸 付 金 311,896 1.4 186,896 - - 前 年 度 繰 上 充 用 金

- 諸 支 出 金 - - - -

- --

債務負担行為額
（支出予定額）

物 件 等 購 入

- -

投 資 的 経 費 2,601,728 12.0 227,314 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計 そ の 他 2,399,270 2,461,736

前 年 度 繰 上 充 用 金 - - - 歳 出 合 計 21,636,915 100.0 2,600,894 14,004,463 保 証 ・ 補 償

う ち 人 件 費 85,991 0.4 85,991 10,926,744 千 円 公

営

事

業

等

へ

の

繰

出

実 質 的 な も の -

合 計 99.4 98.1

- - 歳 入 一 般 財 源 等 97.4

-

普 通 建 設 事 業 費 2,600,894 12.0 226,836 経 常 収 支 比 率 下 水 道 397,975

合 計 2,054,288 会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実 質 収 支 45,950

再 差 引 収 支 92,789

上 水 道 75,908

収 益 事 業 収 入 - -

土 地 開 発 基 金 現 在 高 378,000 378,000内

　
訳

う ち 補 助 1,662,789 7.7 17,291 100.6 100.6 加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 4,660

う ち 単 独 924,711 4.3 208,151 ( 減 収 補 塡 債 ( 特 例 分 )
99.3 97.8

災 害 復 旧 事 業 費 834 0.0 478 及び臨時財政対策債除く )

工 業 用 水 道 - 被 保 険 者 数 ( 人 ) 6,696 徴
収
率

[

交 通 -
被保険者
１人当り{

保険税(料)収入額 104 現
年

・ 計
失 業 対 策 事 業 費 - 99.1 97.2

歳 出 合 計 21,636,915 100.0 14,004,463 15,137,750 千 円 そ の 他

国 民 健 康 保 険 298,593 国 庫 支 出 金 5 市 町 村 民 税 99.2

　　　３．産業構造の比率は分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いて算出。

　　　４．人口については、調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

      ５. 面積については、調査対象年度の10月1日現在の市区町村、都道府県、全国の状況をとりまとめた「全国都道府県市区町村別面積調」（国土地理院）による。

      ６. 個人情報保護の観点から、対象となる職員数が1人又は2人の場合、「給料月額(百円)」及び「一人当たり平均給料月額(百円)」を「アスタリスク(＊)」としている。（その他、数値のない欄については、すべてハイフン(-)としている。）

99.5 98.4 99.3 98.2

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

      ２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出。 10

1,281,812 保 険 給 付 費 438 (％) ] 純 固 定 資 産 税


